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（注）記載した内容の中には、実施計画の段階で確定するものも含まれている。 
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Ⅰ 令和２年度北海道開発予算の概要 

 

 

令和２年度北海道開発予算 総額 ５，７４８億円（対前年度 １．０２倍） 
 
〔内 訳〕 
 北海道開発事業費（一般公共事業費） ５，６３１億円（  同   １．０２倍） 

 行政経費等              １１７億円（  同   １．０８倍） 
 
臨時・特別の措置            ６４４億円             
 
（参 考）臨時・特別の措置を含んだ総額     

２
 

令和２年度北海道開発予算     ６，３９３億円 

    うち北海道開発事業費    ６，２７５億円 

 

 

                         
＊１ アイヌ語で「（おおぜいで）歌うこと」という意味。 

＊２ 四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。 

第８期北海道総合開発計画（平成 28 年３月 29 日閣議決定）に掲げられた「世界の

北海道」を目指し、世界に目を向けた戦略的産業を振興するとともに、これを担う

「生産空間」の維持・発展を図るべく、 

○農林水産業・食関連産業の振興 

○世界水準の観光地の形成 

○強靱で持続可能な国土の形成 

を推進するための社会資本整備等を北海道開発の重点事項として実施する。 

 

 とりわけ、平成30年北海道胆振東部地震を始めとする北海道における大規模自然災

害からの復旧・復興に取り組むとともに、今後も懸念される大規模自然災害に備え、

防災・減災、国土強靱化に取り組む。 

 

また、民族共生象徴空間（愛称：ウポポイ
１
）が令和２年４月24日に一般公開する

ことから、多様なプログラムの実施、多彩な展示等を通じ、年間来場者数 100 万人を

目指す。 

 

これらの実施に当たっては、防災・減災、国土強靱化の取組を講ずるための臨時・

特別の措置はもとより、令和元年度補正予算を組み合わせて切れ目のない取組を進め

ていく。 

１ 最優先課題 
 
（１） 平成30年北海道胆振東部地震等からの復旧・復興と防災・減災、国土強靱化 
 

平成 30 年北海道胆振東部地震を始めとした北海道における大規模自然災害による被

害を受け、北海道局では平成 30 年 10 月に「北海道局復興・強靱化推進本部」を設置

し、復旧・復興状況の把握、対応及び調整などを図りながら、被災した地域の早期の

復旧・復興や災害により打撃を受けた「食」・「観光」の復興に取り組んできたところ

である。 

令和２年度においても引き続き必要な対策を実施するとともに、今後も懸念される

大規模自然災害を見据え、ハード・ソフト対策を含めた防災・減災、国土強靱化に取

り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1北海道胆振東部地震からの復旧・復興 

厚真町では、国が造成したパイプラインで管 
の継ぎ目が離脱するなど壊滅的な被害が発生      

現在においても復旧事業を実施中 

砂防堰堤工 

水路工 

残留土塊除去作業が完了し、現在は法面対策 
工事等を実施中 

厚真町富里地区では、斜面崩壊により浄水場 
施設等への被害が発生 

＜日高幌内川における土砂災害対策＞

＜農業水利施設の復旧＞ 

仮設水路の設置等により  
暫定的に用水を確保し、  
令和元年の営農を無事終了 
 

＜急傾斜地崩壊対策＞ 

日高幌内川では、山腹崩壊の発生により大規模
な河道閉塞が発生 

緊急的な対策を平成31年３月までに完了、 
引き続き、恒久対策を実施中 

（写真更新） 
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（２）「民族共生象徴空間（ウポポイ）」を通じたアイヌ文化の復興等の促進 
 

民族共生象徴空間（ウポポイ）は、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技

大会に先立ち、同年４月 24 日に北海道白老町において一般公開し、多様なプログラム

の実施、多彩な展示等を通じ、年間来場者数100万人を目指す。 

  国内外から多くの人々がウポポイを訪問することにより、アイヌ文化の素晴らしさを

体験していただき、民族共生の理念に共感していただけるための取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
２ 北海道開発の重点事項 
 
（１） 世界に目を向けた戦略的産業の振興 
 
①農林水産業・食関連産業の振興 
 
農畜産物の生産コストの削減や品質向上を通じて消費者の需要に応じた生産を推進

し、我が国の食料供給基地としての持続的発展を目指す。このため、農林水産業の生

産基盤の強化や技術実装により競争力を強化し、食料供給力の確保・向上等を図ると

ともに、北海道の「食」の高付加価値化、「食」の輸出の推進に取り組む。また、そ

れらを支える道路、港湾、空港による物流ネットワークの整備を推進する。 

≪農地の整備、森林の整備、漁港・漁場の整備、農水産物輸出促進基盤の整備、道路・港湾・空港

による物流ネットワークの整備 等≫ 

ウポポイの主な施設 

札幌から約 1時間 
新千歳空港から約 40分 

民族共生象徴空間（ウポポイ※） ※ウポポイ：アイヌ語で「（おおぜいで）歌うこと」という意味 

◆国立アイヌ民族博物館 
◆国立民族共生公園 
◆慰霊施設 

2020.4.24 

OPEN 

国立アイヌ民族博物館 

国立民族共生公園 体験交流ホール 

令和元年11 月現在 

令和元年10 月現在 
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②世界水準の観光地の形成 
 
豊かな観光資源を活かし、我が国の「観光先進国」実現をリードする。このため、

空港・港湾における外国人旅行者等の受入環境の整備、観光地や主要な空港・港湾等

への交通アクセスの円滑化を進めるとともに、道内各地の地域資源を活かした魅力あ

る観光メニューの創出を支援し、道内地方部への誘客促進や世界水準の観光地の形成

を目指す。 

≪新千歳空港における外国人旅行者等の受入環境の整備、国内外の航空ネットワークの強化、クル

ーズ船の受入環境の整備、空港・港湾とのアクセスの強化、外国人ドライブ観光の推進、北海道

におけるサイクルツーリズムの推進 等≫ 

 
 
（２） 強靱で持続可能な国土の形成 
 

北海道では、平成30年北海道胆振東部地震のほか、平成28年８月の一連の台風、平

成 30 年７月豪雨等により、地域住民等の安全・安心や経済社会活動が大きく損なわれ

た。このため、復旧・復興対策に加え、今後も懸念される大規模自然災害を見据え、 

防災・減災、国土強靱化を推進するとともに、社会資本の老朽化等に対応するため、

社会資本の戦略的な維持管理・更新を推進する。 

≪ハード対策・ソフト対策を一体化した防災・減災、国土強靱化の取組の加速化・深化、将来を見

据えたインフラ老朽化対策の推進、地震・津波の発生に備えた対策の推進、冬期災害に備えた対

策の推進、地域における総合的な防災・減災対策、老朽化対策等に対する集中的支援［防災・安

全交付金］ 等≫ 

 
 
（北海道総合開発計画の効果的な推進） 
 

北海道総合開発計画の効果的な推進を図るため、北海道特定特別総合開発事業推進

費により、「生産空間の維持・発展」、「国土強靱化」及び「北方領土隣接地域にお

ける魅力ある地域社会の形成」に係る事業を重点的に推進し、公共事業の機動的な調

整を行う。 

また、北海道開発計画推進等経費により、第８期北海道総合開発計画の中間点検に

必要な調査や分析を行うとともに、生産空間を支える物流の効率化、安定化に向けた

仕組みづくり等、生産空間の維持・発展に寄与し、我が国の課題解決に資する調査を

実施する。 
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北方領土隣接地域： 

根室市、別海町、中標津町、標津町、 

羅臼町（１市４町） 

歯舞群島 

色丹島 

択捉島 
国後島 

根室市 

別海町 

中標津町 

標津町 

羅臼町 

 

３ アイヌ施策の推進 
 

令和元年５月に施行された「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するため

の施策の推進に関する法律」（平成 31 年法律第 16 号）に基づき、アイヌの伝統等に関

する国民に対する知識の普及啓発を図るための施策を一層推進するとともに、民族共

生象徴空間（ウポポイ）を通じたアイヌ文化の復興等を促進するため、ウポポイへの

年間来場者数100万人を目指し、適切な管理運営を行う。 

 
 

４ 北方領土隣接地域振興対策 
 

「北方領土問題等の解決の促進のための特別措置に関する法律」（昭和57年法律第85

号）に基づき北海道が作成した第８期振興計画（計画期間：平成 30 年度～令和４年度）

の趣旨を踏まえ、北方領土隣接地域における魅力ある地域社会を形成するため、活力

ある地域経済の展開に向けた取組や、地域の資源を活かした交流人口の拡大に向けた

取組等を推進する。 

同法については、平成 30 年７月、特定共同経済活動の定義や北方領土隣接地域振興

等基金の取崩しの規定等を追加する改正が行われた。 
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Ⅱ　令和２年度北海道開発予算総括表
（単位：百万円）

前 年 度
通 常 分 対前年度 合 計 対前年度 予 算 額

倍　　率 倍　　率
(A) （A)/(D） (B) (C)=(A)+(B) （C)/(D） (D)

(1.03) (763,332)

701,674][  1.04][  83,653][   785,326][  1.16][  675,445][  ＊

(1.00) (624,986)

Ⅰ 563,104 1.02 64,438 627,542 1.13 554,601

1 102,396 1.03 21,136 123,532 1.24 99,511

94,488 1.02 20,150 114,638 1.24 92,801

7,397 1.19 986 8,383 1.35 6,199

511 1.00 0 511 1.00 511

2 218,390 1.10 10,641 229,031 1.15 198,809

3 28,750 0.80 3,555 32,305 0.90 36,021

17,360 1.01 3,555 20,915 1.21 17,264

11,390 0.61 0 11,390 0.61 18,757

4 22,795 1.02 1,368 24,163 1.08 22,345

22,795 1.02 1,368 24,163 1.08 22,345

21,898 1.02 1,368 23,266 1.08 21,449

897 1.00 0 897 1.00 896

5 5,389 0.97 371 5,760 1.04 5,540

2,550 1.45 200 2,750 1.56 1,758

1,468 1.00 171 1,639 1.12 1,468

1,371 0.59 0 1,371 0.59 2,314

6 117,739 1.00 16,003 133,742 1.14 117,276

77,996 1.00 10,746 88,742 1.14 77,898

5,193 1.03 2,254 7,447 1.48 5,039

23,663 1.00 2,508 26,171 1.11 23,632

10,887 1.02 495 11,382 1.06 10,707

7 63,320 0.90 11,364 74,684 1.06 70,574

33,413 0.95 450 33,863 0.96 35,351

29,907 0.85 10,914 40,821 1.16 35,223

8 4,325 0.96 0 4,325 0.96 4,525

Ⅱ 34 0.65 0 34 0.65 53

Ⅲ 54 0.87 0 54 0.87 63

Ⅳ 102 1.00 0 102 1.00 102

Ⅴ 1,616 1.66 0 1,616 1.66 971

Ⅵ 9,924 1.02 0 9,924 1.02 9,705

(1.01) (635,881)

574,835 1.02 64,438 639,273 1.13 565,496

＊上段［　］書は総事業費である。なお、推進費等に係る事業費は含まれていない。

（注）１　前年度予算額は通常分であり、臨時・特別の措置を含まない。

　　　２　上段（　）書は、前年度予算額に臨時・特別の措置を含めた場合の計数である。

　　　３　北海道開発予算におけるアイヌ政策に関する経費は、アイヌ伝統等普及啓発等経費のほか、国立民族共生公園の維持管理に要する経費を含

　　　　めた 1,818百万円（1.87倍）である。

　　　４　公共工事の施工時期の平準化等を図るため、国庫債務負担行為（ゼロ国債） 29,952百万円を設定している。

　　　５　北海道開発予算における空港整備事業に関する経費は、一般会計計上ベースでは本表のとおりであるが、自動車安全特別会計空港整備勘定

　　　　においては、 19,960百万円（令和元年度 19,773百万円）を計上している。

　　　６　本表のほか、北海道開発の推進のための研究開発に要する経費がある（（国研）土木研究所経費 9,160百万円の内数）。　

　　　７　四捨五入の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。

道 路 環 境 整 備

北 海 道 開 発 事 業 費

令 和 ２ 年 度 予 算 額

臨時・特別
の　措　置

事 項

港 湾 空 港 鉄 道 等

港 湾

空 港

住 宅 都 市 環 境 整 備

都 市 環 境 整 備

治 山 治 水

治 水

治 山

海 岸

道 路 整 備

水 産 基 盤 整 備

農 山 漁 村 地 域 整 備

社 会 資 本 総 合 整 備

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

都 市 水 環 境 整 備

備考

合 計

推 進 費 等

北海道災害復旧事業等工事諸費

北 海 道 開 発 計 画 推 進 等 経 費

北 方 領 土 隣 接 地 域 振 興 等 経 費

ア イ ヌ 伝 統 等 普 及 啓 発 等 経 費

そ の 他 一 般 行 政 費 等

防 災 ・ 安 全 交 付 金

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

水 道

廃 棄 物 処 理

国 営 公 園 等

農 林 水 産 基 盤 整 備

農 業 農 村 整 備

森 林 整 備
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釧路
空港
釧路
空港

レンタカー

女満別空港

道央圏
から

釧路空港

中標津空港

北方領土
隣接地域

（４）アイヌ文化の振興等

 北方領土隣接地域への外国人旅行者の誘客
北方領土隣接地域の観光振興を図るため、外国人旅行者のドライブ観光の促進に資す
る観光情報に関連する交通安全、災害時対応等に係る情報を効果的に発信する。

北方領土隣接地域への外国人旅行者の誘客

 魅力的な観光資源が存在するが、外国人旅行
者が少ない。

 外国人旅行者は個人旅行化が進み、また、当
該地域においてレンタカー以外の移動手段で
は点在する観光地への円滑な移動が困難。

など

 観光情報に関連する交通安全・災害時対応等
に係る効果的な情報発信方策の検討。

など

解決すべき課題

課題解決に向けた施策

（３）北方領土隣接地域の安定振興等

令和２年度の主な事業等

 北方領土隣接地域の安定振興対策の推進
第８期振興計画を踏まえ、北方領土隣接地域における魅力ある地域社会を形成するた
め、社会資本整備を推進するとともに、北方領土隣接地域振興等事業推進費補助金に
より基幹産業の付加価値向上や観光振興等の取組を支援する。

 アイヌの伝統等に関する普及啓発の推進
（公財）アイヌ民族文化財団が行う事業を通じて国民の関心や理解を促進するための
施策を一層推進する。

 「民族共生象徴空間（ウポポイ）」を通じたアイヌ文化の復興等の促進（再掲）

アイヌの伝統等に関する普及啓発の推進

令和２年度の主な事業等

ラグビーＷ杯札幌会場での
アイヌ古式舞踊披露

Ｇ20観光大臣会合での
パネル等展示

浜離宮大江戸文化芸術祭での

パネル等展示

交通安全、災害時対応等に
係る情報発信

観光資源・ドライブ観光の情報発信

野付半島の
氷平線

バード
ウォッチング

視程障害注意喚起

野生生物
飛び出しの
注意喚起

国道ライブカメラ
映像

関係主体の広域的な
連携による推進

地域の自治体、観光協会、国の
機関等の連携による情報発信
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3,500

4,000

整備前（Ｈ23） 整備後（Ｈ29）

草地基盤に立脚した持続的な生産体制の構築。 → 全国の生乳生産量が減少する中、安定的に生乳を供給。

作業受託組織を活用した飼料生産体制の構築・外部化。 → 飼料品質の向上・労働力削減による飼養頭数の増加。

農地整備による大区画化・排水改良により区画の拡大及び地耐力の向上が図られ、コントラクター※１やＴＭＲセン
ター※２といった作業受託組織が所有する大型機械の活用が可能に。 → 収穫作業の効率化・牧草収量の増加。

農業農村整備事業のストック効果（牧草畑）

個人所有の小型機械
による作業

コントラクターやＴＭＲ
センターが所有する大型
機械により作業が効率化

作業受託組織の活用

道路
窪地により
ほ場が分断

耕地林により
ほ場が分断

＜整備前＞ ＜整備後＞
■耕地林や窪地で分断
された小区画のほ場

■整備された大区画ほ場

農地整備（大区画化・
排水改良）により
・区画拡大
・地耐力向上

（頭）

出典：農林水産省 「牛乳乳製品統計」

※１ 畜産農家から飼料作物の収穫作業等の農作業を受託する組織。
※２ 牛が必要とする全ての栄養素をバランスよく含んだ飼料を製造し畜産農家まで配送する組織。
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1,630 1,846 1,923 1,959 

1,342 1,336 1,333 1,229 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

Ｈ21 Ｈ24 Ｈ27 Ｈ30

TMR利用（11戸）

TMR非利用（14戸）

牧草収量の推移 乳牛飼養頭数の推移 生乳生産量の推移

46.5％増

（kg/10a） （頭） （万トン）

全国
北海道

都府県

※ ＪＡひがし宗谷調べ※ ＪＡひがし宗谷調べ

 治水事業、農業農村整備事業及び道路事業の連携による生産空間の維持・発展
河川改修やダムの整備等の治水事業、農業農村整備事業及び道路事業の連携により、
農地の冠水被害軽減や物流の効率化を通じて、農業生産性の向上を図る。

(m)

2.0
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4.0

4.5
千歳川舞鶴地点平水位

約1.0m低減
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(H
2)

(H
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千
歳
川

A

生産空間の維持・発展に資する取組事例（長沼町）

○治⽔事業と農業農村整備事業による農地の地下⽔位低下や、冠⽔被害の解消による
⽔害に強い農地の確保。

○農地の⼤区画化と地下⽔位制御システム導⼊による⾼収益野菜等の作付拡⼤。
○道央圏連絡道路の整備による農作物の輸送⽀援。

町内の⽔稲、⻨類、⾖類の⽣産に加え、消費者
ニーズに対応した⾼収益で多様な農作物を⽣産。

地下⽔位の調整が容易となり、⽔管理の⼤幅な省⼒化と⽣産性の向上。

⽤⽔路

暗渠排⽔（地下⽔位制御システム）の整備

給⽔バルブ開 排⽔バルブ閉
地下かんがい使⽤時

給⽔バルブ閉 排⽔バルブ開
排⽔使⽤時

河道掘削により、洪⽔時の⽔位のみならず平常時の河川
⽔位（平⽔位）も低下。内⽔氾濫の被害軽減に加え、
排⽔先が確保され農地の排⽔性が向上。

平⽔位を約1.0m低減

千歳川沿川低平地の排⽔性の向上・冠⽔被害の解消
千歳川の河道掘削(S62年〜)

A´A 広範囲に広がる千歳川沿川の低平地
千歳川

⽤⽔路 排⽔路

A

A´
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 国内物流機能の強化（苫小牧港）
北海道で生産・製造された農水産品・食品の北海道・本州間における国内物流の機能
強化や安定性確保を図るため、複合一貫輸送ターミナルの整備を推進する。

 国際物流機能の強化（苫小牧港、釧路港、石狩湾新港等）
北海道における国際物流の機能強化や安定性確保を図るため、国際物流ターミナルの
整備を推進する。

6,899 6,665 
7,266 

8,832 

9,734 

10,705 10,896 
11,083 
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4,000 
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8,000 

10,000 

12,000 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

移出 移入

千トン

苫小牧港西港区本港地区における複合一貫輸送ターミナル改良事業のストック効果

165.0 165.0 165.0 165.0

660.0

西４号上屋西１号上屋 西２号上屋 西３号上屋

苫小牧埠頭㈱

西１号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西６号倉庫
苫小牧埠頭㈱

西５号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西２号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西３号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西４号倉庫

15m

220.0 220.0 220.0

660.0

苫小牧埠頭㈱

西１号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西６号倉庫
苫小牧埠頭㈱

西５号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西２号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西３号倉庫

苫小牧埠頭㈱

西４号倉庫

25m

苫小牧港は北海道と本州を結ぶＲＯＲＯ船定期航路を週44便有しており、北海道産の
農水産物を移出するなど重要な物流拠点となっている。特に本港地区は、ＲＯＲＯ船
が集積しており週30便が利用している。

整備前 整備後

老朽化した岸壁と併せて、荷さばき地を一体的に整備し、荷役車両の安全な動線を確
保したことにより、荷役の効率化を図った。

岸壁(水深９m) ２バース
平成27年度、平成29年度供用開始 耐震強化岸壁(水深９m)

平成25年度供用開始

岸壁(水深９m)
平成30年度供用開始

岸壁(水深10m)
整備中

民間倉庫
公共上屋
エプロン

公共上屋を撤去し、エプロンを拡張したことにより、
スムーズな走行が可能となり、荷役の効率化が図られた

エプロン拡幅により
トレーラーのＵターンが可能

苫小牧港 西港区 本港地区

１バース目の供用開始(平成25年)以降、本港地区のＲＯＲＯ船の貨物量は増加傾向に
ある。

本港地区利用ＲＯＲＯ船の貨物量推移

※ 北海道開発局調べ

車両が走行するスペースが狭く、
走行速度を落として荷役作業を行っていた

 農水産物輸出促進基盤の整備
新たな輸出成長分野として見込まれる農水産物の輸出増加に対応するため、農水産物
の輸出に戦略的に取り組む港湾において、輸出促進に資する港湾施設の整備を推進す
るとともに、高規格幹線道路等のネットワークの構築を推進する。

屋根付き岸壁の整備

連携水揚港湾
紋別港・根室港・増毛港・枝幸港・苫小牧港

連携水揚港湾における屋根付き岸壁整備によ
り、商品価値を向上させ、輸出競争力を強化。

苫小牧港

輸出拠点港湾において小口貨物積替円滑化
支援施設やリーファーコンテナ電源供給装
置を整備し、農水産物の輸出環境を改善。

輸出拠点港湾

輸出環境の改善

リーファーコンテナ
電源供給装置

小口貨物積替円滑化支援施設

石狩湾新港・苫小牧港

輸出拠点港湾において小口貨物積替円滑化
支援施設やリーファーコンテナ電源供給装
置を整備し、農水産物の輸出環境を改善。

北海道港湾における農水産物輸出の戦略的な取組

コンテナ船（国際フィーダーを
含む）等により輸出

コンテナ船等
により輸出

｜ 14 ｜



31 45 55 53 70
38

53
51 49

60
69

98
106 102

130

0
20
40
60
80
100
120
140
160
180

H27 H28 H29 H30 R1（予定）

日本船

外国船

新千歳空港における外国人旅行者等の受入環境の整備

３ 世界水準の観光地の形成

令和２年度の主な事業等

 新千歳空港における外国人旅行者等の受入環境の整備
新千歳空港における冬期の航空機の安定運航等を図ることにより、外国人旅行者等の
受入環境の整備を推進する。

128 155 211 258 329 373
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Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

ターミナルビル拡張による
旅客処理能力向上

エプロン拡張における
スポット容量拡大

出典：東京航空局「管内空港の利用概況集計表」

新千歳空港の国際線旅客数の推移

（万人）

５年で約３倍に増加

新千歳空港（冬期の現況）
エプロン拡張における
スポット容量拡大

①除雪車両の待機
→滑走路閉鎖時間の長期化

②離陸機が駐機場に引き返す※

→滑走路の走行（占有）

 国内外の航空ネットワークの強化（新千歳空港、釧路空港等）
北海道のインバウンド観光の更なる振興に対応するため、北海道内空港の有効活用に
資する空港施設の整備を推進する。

 クルーズ船の受入環境の整備（函館港、小樽港）
増加するクルーズ需要やクルーズ船の大型化に対応するため、既存岸壁を活用した受
入環境の整備を推進する。

※ 主な原因は、航空機に散布する防氷液の効果時間切れ。

大型クルーズ船に対応した係船柱
※１

・防舷材
※２

の設置

クルーズ船の受入環境の整備

観光客でにぎわう
函館朝市

稚内港に寄港するクルーズ船

※１ 係船柱：係船用の綱をかけるため、埠頭上に設ける直柱又は曲柱。
※２ 防舷材：船の舷側の接触衝撃を防ぐために、岸壁等に取り付けられるもの。

北海道へのクルーズ船寄港回数の推移
出典：北海道クルーズ振興協議会

クルーズ船上で
アイヌの古式舞踊披露

観光客でにぎわう
小樽運河

係船柱

防舷材
係船柱

回
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平成30年７月２日からの大雨による洪水では、河道掘削により、石狩川（近文大橋地点）で約0.7mの水
位低減効果があったと想定される。仮に河道掘削を実施していなければ、計画高水位を超過し、堤防が
決壊するおそれがあった。もし堤防が決壊した場合は約200ha、4,400戸が浸水したと想定される。

■平成30年７月豪雨による洪水【河道掘削（石狩川近文大橋付近）】

治水事業の効果事例

KP153

KP149

KP150

KP151

KP152

KP154

KP155

KP148

KP153

河道掘削を実施しなかった場合に想定される被害

壊地点

Ａ

Ａ’

文

文

文 小中学校

老人

ホーム

想定決

想定浸水面積：約200ha 浸水戸数：約4,400戸

想定被害額：約2,600億円 浸水区域内人口：約9,000人
（KP154.6地点の堤防が決壊したと想定）

気候変動を踏まえた治水対策の検討

 中小河川における治水対策の推進
平成28年８月の一連の台風災害や平成30年７月の豪雨災害において、北海道等が管理
する中小河川においても甚大な被害が発生したことから、中小河川における治水対策
を一層推進する。

第１回北海道地方における気候変動
を踏まえた治水対策技術検討会
（令和元年７月）

○平成30年７月豪雨により甚大な被害が発生した石狩川水系ペーパン川（旭川市）では、北海道におい
て、緊急的・集中的に治水機能の強化を図る緊急治水対策として、河川災害復旧等関連緊急事業（平
成30年度～令和４年度）による河道掘削等を引き続き実施する。

○また、特定洪水対策等推進事業により、石狩川水系望月寒川（札幌市）での放水路の整備等を集中的
に実施し、中小河川における早期の浸水被害の解消を図る。

中小河川における治水対策

○平成28年８月の激甚災害を踏まえ、北海道開発局と北海道は、こ
れまでに有識者からなる「平成28年８月北海道大雨激甚災害を踏
まえた水防災対策検討委員会」、「北海道地方における気候変動
予測（水分野）技術検討委員会」を設置し、気候変動に伴うリス
ク評価を検討。

○令和元年７月には、新たに「北海道地方における気候変動を踏ま
えた治水対策技術検討会」を設置し、「気候予測アンサンブル
データを活用した適応策」や「気候変動を踏まえた当面の治水適
応策に係る目標設定の考え方」等に関する技術的な検討に着手。

万作橋 家屋の浸水

水田の浸水

ぺーパン川の浸水被害状況（平成30年７月）

喜楽橋付近

工事中の望月寒川放水路

掘削による水位低減効果

掘削を行わなかった場合の最高水位（推定値）
Ｈ＝102.74m

今回出水における最高水位（推定値）
Ｈ＝102.05m

計画高水位
102.56m

近文大橋付近（KP154）

※本資料の数値等は速報値であるため、今後の調査で変わる可能性があります。

掘削断面
水位低減効果 約0.7m（推定値）

Ａ Ａ’
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 北海道胆振東部地震への対応
平成30年９月に発生した北海道胆振東部地震は最大震度７を観測し、大規模な土砂災
害や河道閉塞、農地・農業用施設への土砂堆積や損傷などの甚大な被害を及ぼした。
このため、以下のような対応を進めることにより、早期の復旧・復興を図る。

○今回の大規模土砂災害に対し、「大規模土砂災害対策の実績及び高度
な技術力を有する国直轄による緊急的かつ抜本的な対策、さらに、迅
速かつ効率的な実施体制を確保する措置」を北海道知事が要望。

○本要望を踏まえ、新たに国直轄で土砂災害対策を推進するため、その
体制を確保する「厚真川水系土砂災害復旧事業所」を設置（平成30年
10月２日）、「厚真川水系砂防事業所」へ改編（平成31年４月１日）。

○大規模な河道閉塞が発生した日高幌内川及び大規模な山腹崩壊が発生
したチケッペ川・東和川では、災害関連緊急砂防事業により、令和元
年７月末に応急的な対策を完了し、引き続き、河道内に堆積した不安
定土砂等の再移動による二次災害の防止を図るため、特定緊急砂防事
業による施設の恒久化対策を推進。

○なお、日高幌内川では河道閉塞に対し、緊急的に水位計やカメラ等を
設置。引き続き、観測を実施するとともに水位観測についてＨＰに公
開中。

大規模土砂災害の再度災害防止対策

厚真町役場

安平町

厚真町

東和川
山腹崩壊箇所

日高幌内川
河道閉塞箇所

チケッペ川
山腹崩壊箇所

チカエップ川
山腹崩壊箇所

：砂防設備

※ 現地調査等の結果によっては、施設の位置等は変更となる場合がある。

チカエップ川における対策工

砂防事業実施箇所

カメラ

平成30年９月に北海道胆振東部地震によって厚真町を中心に発生した大規模土砂災害では、特に被害
の著しかった地域等において、再度災害を防止するため砂防堰堤等の砂防設備の整備を実施。

日高幌内川等における土砂災害対策

砂防堰堤工の整備

日高幌内川における対策工 砂防堰堤工の整備

日高幌内川

水路工

砂防堰堤工

水路工の整備
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＊ リエゾン：現地情報連絡員のこと。重大な災害の発生又は発生のおそれがある場合に情報収集等を目的として自治体等へ派遣する職員。

 災害発生時におけるきめ細やかな地域支援
自治体への災害対策用資機材の貸与、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊：リ
エゾン＊ ・専門家派遣を含む）の派遣、重大な土砂災害発生時における緊急調査、分
かりやすい防災情報提供等、災害時における地域支援を実施する。

 各種インフラ施設の老朽化対策
各種インフラ施設が有する機能を長期にわたって適切に確保するため、河川管理施設、
道路施設、港湾施設、空港施設、農業水利施設、治山施設、漁港施設等の各施設に応
じた点検及び計画的・効率的な維持管理を図り、適切な老朽化対策を推進する。

 積雪寒冷地における維持管理技術の充実
積雪寒冷地である北海道特有の損傷・劣化等を踏まえた維持管理技術を開発・展開す
るとともに、自治体等への技術支援等を推進する。

 北国の歴史的構造物の改良（稚内港、小樽港）
土木学会選奨土木遺産・北海道遺産である歴史的防波堤等を老朽化対策により機能を
確保しつつ、次世代への継承を図る。

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの派遣等による自治体への支援

令和元年台風第１９号等に際して、北海道開発局から東北地方整備局管内へ、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ隊員
のべ1,543人、排水ポンプ車等の災害対策用機械等のべ1,439台を派遣し、被災状況調査や排水支援、給
水支援等を実施。

被災状況調査
（福島県二本松市）

町長への調査結果報告
（宮城県柴田町）

内水排除作業
（福島県郡山市）

給水支援
（宮城県丸森町）

○「道の駅」や「札幌駅前通地下歩行空間」は、北海道胆振東部地震時において、地域の方々のみならず
外国人旅行者や帰宅困難者等の「避難所」や「一時退避施設」として機能するなど災害発生時の防災拠
点として注目されている。

○更なる防災機能強化を図るため、地域防災計画に位置付けられた「道の駅」に対し、防災備蓄倉庫を設
置し防災資材整備等を実施する。また、「札幌駅前通地下歩行空間」では、北海道全域の停電「ブラッ
クアウト」等に対応すべく非常用電源装置の整備を実施する。

道の駅等の防災機能強化の推進

道の駅「むかわ四季の館」
における避難状況

※ 非常用電源装置により停電
を免れ避難所として活用

非常用電源装置のイメージ札幌駅前通地下歩行空間
における避難状況

避難者用毛布の提供
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 北海道エコ・コンストラクション・イニシアティブの推進
北海道の社会資本整備に当たり、工事の実施段階等において、先駆的・実験的な環境
対策の取組を推進する。

→ 汚泥重量が約１／３に。
汚泥処理に係る維持管理費及び運搬に係るＣＯ２を削減。

下水終末処理場とごみ焼却施設が連携
「資源の相互融通」を図り、下水汚泥活用における
効率化・生産性向上を実現。

下水終末処理場内に汚泥乾燥施設を新設、
ごみ焼却施設の排熱を利用し汚泥処理を効率化。

ごみ焼却施設においては、乾燥下水汚泥を熱資源として焼却
し、熱（蒸気）を生成。

下水終末処理場の汚泥処理過程で発生した消化ガスを発電と
処理施設の加温に利用してきたが、新たにごみ焼却施設の排
熱を処理施設の加温等に利用することで、発電に回せる消化
ガスが増え、発電が増強。

ごみ焼却施設

現 在 将 来

埋立処分場の負荷軽減等のため、焼却施
設が必要
焼却施設からの排熱の安定利用が課題

ごみ処理

下水汚泥量が多く、資源化に多額の費用

下⽔終末
処理場

ごみ焼
却施設

下⽔終末処理場

乾燥下水汚泥
（熱資源）

排熱
(蒸気)

下⽔終末
処理場

排熱利用設備整備のストック効果

 産学官金連携による再生可能エネルギー活用の促進

平成27年５月に設立した「北海道水素地域づくりプラットフォーム」における取組を
踏まえ、引き続き北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーの活用を促進し、水素
を活用した地域づくりの検討等を産学官金連携によって行う。

 健全な水循環の維持・回復

水環境の保全を図るため、下水道・浄化槽・農業集落排水施設の整備等の汚水処理対
策を促進する。

 廃棄物処理施設の整備

廃棄物の適正な処理を推進するため、中間処理施設や最終処分場の整備、計画的な施
設の更新や改良を支援する。
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（参考１）北海道総合開発計画を推進するための行動の指針となる数値目標

目標設定の視点 数値目標
重点的に

取り組む事項

・現在、訪日外国人来道者の訪問先が道
央圏に集中しており、全道各地に誘導し
て、インバウンドによる経済効果を地方
部にまで波及

・世界的なブランド力を活かし、我が国の
「観光先進国」実現を北海道がリード

・政府目標 訪日外国人旅行者4,000万人
達成に貢献

・北海道の旅行需要は季節的に偏在して
おり、端境期の需要を創出して、観光関
連産業の振興に貢献

客室稼働率の季節較差

（季節平準）

1.4倍（Ｒ２年）
基準値：1.7倍（Ｈ27年）

来道外国人旅行者数

500万人（Ｒ２年）
基準値：190万人（Ｈ27年）

外国人宿泊客延数の
地方部割合（地域平準）

36％（Ｒ２年）
基準値：27%（Ｈ27年）

「観光先進国」

実現をリードす

る世界水準の

観光地の形成

・農林水産品の道内での加工促進等によ
り雇用・所得を創出し、生産空間を維持

・人口減少・高齢化の下でも、経営力を強
化し食料供給力を確保・向上

・世界的なブランド力を活かし、拡大が見
込まれる世界市場で新たな需要を開拓
・政府目標 農林水産品等輸出額１兆円
達成に貢献

農業産出額

12,000億円（Ｒ７年）
基準値：1１,110億円（Ｈ26年）

食料品製造業出荷額

22,000億円（Ｒ７年）
基準値：19,846億円（Ｈ26年）

道産食品輸出額

1,500億円（Ｒ７年）
基準値：663億円（Ｈ26年）

食料供給基地

と し て の

持 続 的 発 展

・「世界の北海道」に向けた価値の発掘と
創造
・食・観光や地域づくりの取組に寄与

・平成28年大雨災害を踏まえ、被害を最
小化するため、ハード対策とともにソフト
対策を重点的に実施

「世界の北海道」選定件数

100件（Ｒ７年度）
基準値：－（Ｈ27年）

防災体制を強化し、住民の意識
向上に取り組んだ市町村の割合

100％（Ｒ２年度）
基準値：－（Ｈ26年）

生
産
空
間
を
支
え
る
取
組

地域づくり

人 材 の 発

掘 ・ 育 成

強 靱 で 持

続 可 能 な

国土づくり

※ 数値目標については、社会経済情勢の変化や政策動向等を踏まえながら、フォローアップしていく中で、柔軟に見直しを行う。
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網走港

紋別港

釧路港

根室港

十勝港

苫小牧港

室蘭港

函館港

小樽港

石狩湾新港

留萌港

稚内港

稚内空港

利尻空港

礼文空港

紋別空港

女満別空港

中標津空港

釧路
空港

帯広空港

旭川空港

札幌飛行場

奥尻空港

函館空港

新千歳空港

 （参考２）人流・物流ネットワークを支える基幹的な交通基盤の整備

新 幹 線（事業中区間）

凡 例

空港（国管理、特定地方管理、地方管理、共用）

高規格幹線道路(開通区間)

高規格幹線道路(事業 区中 間 )

高規格幹線道路(未事業区間 )

在　来　線

新 幹 線（開通区間）

　国 際 拠 点 港 湾 、重 要 港 湾

（令和２年１月)

（令和元年度新規開通区間）高規格幹線道路

※　本開通等の見通しは、今後の予算状況や施工上の状況変化等により、変更する場合がある。

令和元年度完了予定

新千歳空港国際線ターミナル
地域再編事業

令和元年度開通予定

深川・留萌自動車道

留萌大和田～留萌　4km

令和元年度開通予定

国道44号

温根沼～根室　7km

令和元年12月21日開通

旭川・紋別自動車道

遠軽瀬戸瀬～遠軽　7km
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（この冊子は、再生紙を使用しています。） 

北海道白老町にオープン 
2020.4.24 

民族共生象徴空間ポータルサイト 

アイヌをテーマとした 
ナショナルセンター 


